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第2言 語 コーパ スか らみた言語 普遍性*
松田謙次郎
Language　Universal　in　an　L2　Corpus
MATSUDA　Kenjiro
Abstract
　　　　　One　of　the　interesting　possibilities　suggested　by　the　development　of　interlanguage
　　　　　studies　is　a　correlation　between　the　L　l/L2　variation　and　the　distinction　between
　　　　　language-universal/language-particular　constraints　governing　the　variation　within
　　　　　alanguage　system.　If　there　were　a　language-universal　constraint　such　that　all　the
　　　　　(known}languages　conform　to　it,　then　one　would　expect　that　interlanguage,　as a
　　　　　language　system　in　itself,　should　conform　to　such　a　constraint　aswell.　This　paper
　　　　　takes　up　the　zero-marking　of　an　accusative　case　marker　o　in　Japanese　to　explore
　　　　　the　possibility　mentioned　above.　Zero-marking　of　o,which　is　most　sensitive　tothe
　　　　　adj　acency　between　the　obj　ect　NP　and　the　verb(a　language-particular　constraint),
　　　　　has　at　least　one　constraint　that　is　known　to　be　a　language-universal:the　distinc-
　　　　　tion　between　the　lexical　NP　and　the　pronoun　for　the　object　NP,　with　the　pronoun
　　　　　significantly　disfavoring　zero-marking.　This　is　easily　explainable　as　a　reflection
　　　　　of　a　language　universal　such　that　a　language　with　an　overt　case-marking　system
　　　　　should　case-mark　the　pronouns,　but　not　necessarily　the　lexical　NPs.　Using　a　cor-
　　　　　pus　of　transcribed　OPI　interviews　with　Chinese　and　Korean　speakers,　Icollected
　　　　　relevant　accusative　constructions　to see　if　the　variable　zero-marking　by　the　L2
　　　　　speakers　is　accountable　by　the　language-particular/universal　factors.　The　result
　　　　　shows　that:(1)the_form　of　NP　showed　up　as　the　significant　factor　in　predicting
　　　　　the　zero-marking　by　the　L2　speaker　and(2)the　difference　between　the　pronoun
　　　　　and　the　lexical　NP,　also　was　as　expected,　with　pronoun　disfavoring　zero-marking.
　　　　　The　result　clearly　shows　that　at　least　in　the　early　and　mid　stage　of　L2　acquisition,
　　　　　the　interlanguage　system　reveals　language-universal　constraint,　in this　case　the
　　　　　implicational　relationship　between　the　case-marking　on　NP　and　pronoun.
　　 *本稿 は 、2002年3月22日 に 米 国 サ ン フ ラ ン シ ス コ 州 立 大 学(SFSU)で 開 催 さ れ た 、 国 際 実 用 日 本 語 学 会
(lnternational　C ference　on　Practical　Linguistics　of　Japanese)でポ ス タ ー 発 表 し た も の に 大 幅 に 加 筆 ・修 正 を 加
え た もの で あ る 。 当 日 コ メ ン ト を頂 い た 参 加 者 諸 氏 に 謝 意 を 表 し た い 。 な お 、 本 稿 で 使 用 し た デ ー タ の 収 集 ・
分 析 に 当 た っ て は 、1997年 度 お よ び2005年 度 の 松 蔭 特 別 研 究 助 成(「 言 語 コ ー パ ス の 構 築 ・収 集 と そ の 教 育
的 応 用 」)を 受 け て い る 。
Theoretical　nd　Applied　Linguistics　atKobe　Shoin　10,33　　4,2007.
OKobe　 Shoin　Institute　for　Linguistic　S iences.
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1.　は じめ に
　松 蔭特 別研 究助成 を受 けて発足 した松蔭 コーパス プロ ジェク トで は、1997年、2005年
の両年 にわた りコーパ ス研 究 とそ の教 育へ の応用 を視野 に入 れて、 さ まざまな国 内外 の
コーパ ス を収 集 し、 また独 自の コーパ ス を作 成 して きた。独 自作成 の コーパ ス は、例 え
ば樋 口(1999),宮永(2000),宮永 ・松 田(2001)とい った神戸 方言 を中心 に方言 コーパ スや
佐 々木(2005),竹内(2005)のような英 語教 師 の英 語朗読 コーパ ス、 さ らにお ね えこ とば
発話 集(衣川,2005)、国政選挙 候補者 による選挙 演説 コーパス(佐野,2006)、松波(2005),
大西(2006),森辺(2006)のよ うな各種 国会会議 録 デー タ な どであ る。 こ うした多彩 な コ
ンテ ンツの コーパ ス に基 づ いた研 究 の 開 く可能性 は無 限大 であ り、上述 の諸論 文以外 に
もNambu(2005),　Nambu　and　Matsuda(forthcoming),松田(forthcoming)とい った独 自の成
果 に結 実 してお り、今後 の研 究 におい て も重 要 なデー タ と しての役 割 を果 たす こ とが期
待 され る。 これ まで の コーパ ス には、文 学作 品や新 聞 デー タ、講演 、 イ ンタ ビュー、対
話 な どとい った コンテ ンツが多 いが 、 コーパ ス言語 学の展 開が進 む につれ て ます ます重
要 にな って きて い るの は、 こ う した コーパ ス内容 の多様化 と思 われ る。 また コンテ ンッ
と言 うこ とで言 えば、現在 入手可 能 な言 語 コーパス の多 くは第1言 語話者 の産 出 を対 象
と した ものであ るが、 中 にはKYコ ーパス や上村 隆一氏 に よる 「日本語会 話 デー タベ ー
ス」(http://www.　env.kitakyu-u.ac.jp/corpus/)のように、第2言 語話者 のそれ を対象 と した
もの も存 在す る。 条件 を揃 えた上で十分 なデー タを集 め に くい話者 群 を対 象 と した研 究
の場 合 、 こう したデー タは大 きな威力 な る ことは間違 えない。本論 文 では、第2言 語 と
して の 日本語発 話 コーパ ス の嗜 矢 であ り、松蔭 コーパ ス プロ ジェ ク トの一 環 と して入 手
したKYコ ーパ ス を取 り上 げ、第2言 語 話者 の発 話 中の言語 変異 に注 目 し、 そ こに見 ら
れ る言語 普遍性 の探 求 とい う視 点か ら行 った分 析 の報告 を行 い、 コーパ ス言語 学的手 法
が持 つ可 能性 の一 つ を追究 す る こ とと した い。
2.中 間言語変異の普遍性 と特殊性
　 第2言 語習得 は、 とか く第一 言語(L1)を 話 す話者 の頭 の 中の、別 な場所 に第2言 語
(L2)の文法 が出来上 が ってい く過程 と捉 え られ勝 ちで あるが、 こう した捉 え方 だ と、発
達途 中のL2文 法 は単 なる不 完全 な もの としか映 らな くなって しまう。
　 これ に対 して 「中間言語」(interlanguage)とい う考 え方 では、学 習途 中 に出来 るL2文
法 をL1と の接触 言 語 と捉 え る。 これ が ま さに中間言語 で あ る。 中 間言 語 の考 え方 に従
うと、中 間言 語 自体 もひ とつ の言 語体系 であ り、それ な りの 「文 法」 に従 うこ とになる。
当然 この 「文法」 は 自然言語 としての文法 の制約 に従 うわ けであ る。1
　 生 成文 法風 に これ を言 い換 えれ ば、 中間言語 は普遍 文法(UG)の制約 か らも 自由で は
あ り得 な いはず だ とい う こ とにな り、 これ は検証 可能 な数 々の仮 説 を生 み出す可 能性 を
持 った考 え方 であ る。 言語普 遍 的 な制約 や規則 は、習得 過程 にお いて も早期 に現 れ る こ
とが 予測 され 、習得途 上 の変 異 におい て も要 因 としての重 み も相対 的 に高 い こ とが考 え
1中間言語理論 の詳細 について は、迫 田(1998),水野(2000)を参照 のこ と。
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られ よ う。逆 に各言語 に特殊 な もの は、遅 くに習得 され要 因の重 み も低 くな るはず で あ
る。つ ま り、 中間言語 変異 におい て は、以 下 の ような予 測が 成立 す るはず なので あ る:
第2言 語話者の中間言語変異の内的制約条件においては、
1.言語普遍的制約 ・規則は早期に習得され、要因としての重みも相対的に
　　 高い
2.個別言語の特殊なもの(各言語個別要因)は遅 くに習得され、要因とし
　　 ての重みが相対的に低い
3.制約条件の重みは第2言語話者のレベルが上昇するにつれ母語話者のそ
　　 れに接近する
3.日 本 語 「を 」 格 ゼ ロ マ ー ク 化 現 象:内 的 条 件 を 中 心 に
　 日本語 の 「を」 格 ゼ ロマ ー ク化現 象 は、以下 の よ うに対 格助 詞 「を」 が 自然談話 中で
ゼ ロ と して実現 され る現象 で あ り、 その 内的制約 条件 につ いて は経験 的 デー タか ら詳細
な部分 につ い て まで判 明 して い る(Tsutsui,1984;Saito,1985;Masunaga,2001;Hosaka,
Takezawa,&Uratani,1992;Matsuda,1995;松田,2000;Fry,2003)。
　 (1)あいつ がパ ソ コ ンを/φ壊 した
　 (2)あいつ がパ ソ コ ンを/?φきの う壊 した
　Matsuda(1995),松田(2000)による東京語 にお け る主 たる言語 内 的制 約条件 を挙 げてみ
よ う:
東京語ゼロマーク化の主要内的制約条件
目的語名詞句と動詞の隣接性:目的語名詞句 と動詞が隣接 している場合の方
が、していない場合よりも有意にゼロマーク化が起きやすい。ただし目的語
名詞句と動詞の間に入る要素のうち、オノマ トピアと数量詞は存在 しても隣
接 と効果が変わらない、「透明」な要素である。
目的語名詞句の形式差:目的語名詞句の形式によって、疑問詞 〉普通名詞 〉
代名詞 〉節 の川頁でゼロマーク化を引き起こしやすい(統計的有意差あり)。
スタイル:くだけたスタイルの場合に、改まったスタイルの時よりもゼロマー
ク化が統計的に有意に起きやすい。
　 さて、 この うち普遍 的要 因 と考 え られ るの は、 目的語名詞句 の形式 で あ る。 その理 由
は類 型論 的 な証拠 か ら来 る もので、系統 的 に無 関係 とされ る言 語 間 にあ って も、格標示
と名詞句形 式 に高 い相 関性が認 め られ(Matsuda,1995)、次 の よ うな一般化 として定式可
能 だか らで ある。
格標示と名詞句形式差の関連に関する一般化
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ある明示的な格標示を持つ言語があれば、少なくともその言語体系における
代名詞には必ず明示的な格標示があるが、普通名詞には必ずしもそうした格
標示があるとは限らない。
　 一方 、 「動詞 と隣接 してい ない場合 に名詞句 の格 標示 を明示的 に し、隣接 の場合 は随意
とせ よ」 とい う規 則 は、 日本 語一方 言 に特 有 な規 則 であ り、普遍 的 な もの では ない もの
と考 え られ る。現 に、 関西方言 で は隣接 してい ない場合 で もゼ ロマー ク化 が頻繁 に され
てい る(む しろ 日常会 話で は明示 的 に実現 され る場合 の方が珍 しい)。こう した個別 言語
特有 な規則 は、中 間言語 変異 にお いて観察 され な くて も不 思議 で はない。 ス タイル差 に
つい て も同様 で あ り、言語普 遍的 な もの とは考 え に くい。2
　 言語 普遍 的 な要因 と して考 え られる もの は、実 は もう一つ考 え られ る。 それ は人 間性
(humanness)であ る。少 な くとも東京 方言 で は 目的語 名 詞句 の人 間性 は全 くゼ ロマ ー ク
化 に関 わ りが ない こ とは、Matsuda(1995)で確認 されてい るが 、『方言 文法全 国地 図』第
6・7図(国立 国語研究 所,1989)に見 られる よ うに、方言 に よって は この要 因が大 き く作
用 してい る場 合 があ る。つ ま り、方言 に よって は この要 因が効 いて い る可能性 が あるわ
けで、 こ こか ら特 定言語 特有 の言語 内的制約 条件 と して人 間性 を考察 す る必 要が 出て く
る こ とにな る。
　 以上 を ま とめ る と、 中間言語 にお けるゼ ロマ ー ク化 の変異 につい ては、言語 普遍 的 ・
特有 な要 因 を中心 と して次の ような仮説 が設定 で きる:
中間言語話者発話における 「を」格ゼロマーク化の仮説
1.目的語名詞句の形式差は中間言語話者の発話にも重要な要因である
2.隣接性や人間性は中間言語話者の発話には要因としては相対的に重要性
　　が低い。
4.要 因 ・デ ー タ ・分析 手川頁
4.1　デ ー タ
　 こ こ で 使 用 す るKYコ ー パ ス は 、 英 語 、 韓 国 語 、 中国 語 母 語 話 者 との対 話 を 文字 化 し
た もの で あ る。3話者 の 日本 語 レベ ル を、 初 級 、 中級 、 上 級 、 超 上 級 に分 類 し、 日本 語
母 語 話 者 との対 話 を収 め て い る。3言 語 そ れ ぞ れ30名 つ つ(初 級(Novice)5人、 中級
(lntermediate)10人、 上 級(△dvanced)10人、 超 級(Superior)5人ず つ)、 計90名 につ い
てOPI(Oral　Proficiency　I terview)方式 の イ ン タ ビュ ー に則 り、 テ ス タ ー(T)と被 験 者(S)
の 会 話 と い う形 態 で対 話 を行 っ て い る 。4デー タは個 別 フ ァイ ル に収 め られ て お り、 フ ァ
イ ル は 「3つの ロ ー マ 字(被 験 者 の 母 語(English,Chinese,Korean)+言語 能 力 レベ ル+サ
ブ レベ ル(L/M/H))+2桁の通 し番 号 」(但 し超 級 にサ ブ レベ ル は な く、 上 級 もHと た だ
　 2スタイル差 について は、松 田(2001)でも触 れた ようにコー ド上 の問題 もあ り、取 り上 げるのが難 しい。
　 3なお 、韓 国語 話者 と中国語話者 の分析 については、松 田(2001,2002)にも報告が ある。
　 40PIについては、牧野成一,鎌田修,山内博 之,齋藤 眞理子,荻原稚佳子,伊藤 とく美,・中島和子(2001)を参
照の こ と。
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の上級 のみ)と い う形 式 で フ ァイル名 が付 され てい る。 コーパ ス の表 記 は、漢 字 かな混
じ り ・分 かち書 きな しで あ り、同一話 者 の発 話 は一行 に収 めてあ る。5
4.2　要 因
　 前節 で述べ た要 因 を実 際 に検討 す るた め には、 さ らに下 位分類 を設 け コー ド表 を作 成
す る必要が あ る。今 回 は、以下 の よ うな コー ド表 を元 に コー デ ィ ングを行 った。
1.動 詞 と目的語 の隣接性:隣 接/非 隣接
2.目的語名詞句の形式:普通名詞/代名詞/Wh句/節
3.OPIレ ベ ル(習 熟 度):S/A/1/N
4.人 間性:人 間/非 人 間
　 「動詞 と目的語 の隣接性 」 で は、動 詞 と 目的語名詞 句 が直接 隣接 して いれ ば 「隣接」
と し、そ れ以外 を 「非 隣接」 と した。オ ノマ トピア と数量 詞 の透 明性(Matsuda,1995)に
鑑 み、これ ら2つ の要素 ので動 詞 と目的語名詞句 が分 け られてい る場合 は 「隣接」 とコー
ド化 している。対話相 手 の うなず きも同様 で あ る。た だ し話者 自身の うなず きや 、「え一
と」 とい ったフ ィラーは こ う した扱 い はせ ず、非 隣接 として コー ドして あ る。6
4.3　方法論
　KYコーパス全巻の学習者発話について、対格 「を」が明示的に使用されている部分、
また実際に使用されていないが明らかに 「を」が使用 しうると考えられる部分を手作業
で抜 き出し、各要因についてコーディングを施 した。続いて各要因で単変量分析を行い、
カイ自乗検定を行った。仮説通 りであれば、英語、韓国語、中国語いずれを母語 とする
話者にとっても名詞句形式差要因は有意な制約条件なはずである。それに対 して、隣接
性や人間性要因は、そのような有意性を呈 しないはずである。
5.結 果
5.1　隣 接 ・1生
　 まず 、隣 接 性 の結 果 か ら見 てみ よ う。7中国語 と韓 国 語 母 語 話 者 に とっ て、 隣接 性 は ま っ
た く要 因 と して は効 い て い な い が 、英 語 母 語 話 者 に は0.6%レベ ル と高 度 に有 意 な要 因 で
あ る こ とが分 か る(図1)。 中 国 語 母 語 話 者 と韓 国語 母 語 話 者 を比 較 す る と、 隣接 性 とゼ
ロマ ー ク化 の方 向 が 逆 とな っ て お り、 こ こか ら も こ れ らの話 者 に とっ て 隣接 性 は何 らの
要 因 と して機 能 して い な い こ とが 窺 え る 。 言 い換 え る と、 隣 接 性 は異 な る 母 語 話 者 の 間
で 、 ゼ ロマ ー ク化 に 関 す る一 貫 した 要 因 で は な い とい う こ と に な る わ け で あ る。
　 5KYコー パスの入手 ・使用にあたっては、作成者である鎌田修氏 と山内博之氏のお手 を煩わせている。 こ
の場をお借 りして感謝申し上げる。なお、以下の記述は、KYコ ーパスversion　1.1配布時に同梱 されている
readme.txtファイルに基づ く。
　 6なお、データとして採用 しない基準については松1ヨ(2000)と同様であ り、ここでは詳説を避ける。
　 7このセクションで報告する結果の一部は、松田(2001,2002)でも報告 されている。
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Adjacency　Effect　for　Three　NNS　Groups
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図1:隣接性 による分 布
5.2　名 詞句 形式差
　 名詞 句形 式差 は、3母 語話 者集 団で いずれ も有 意 であ る(図2)。 グラフか らも分か る
通 り、WH>節(S)〉 名 詞句(NP)〉代名 詞(Pro)とい う分布状 況が、3集 団 で一 致 してい
る点 が特 に注 目に値す る点 であ る。 これは差 異 の方向性 も一致 してい なか った前節 の隣
接 性 とは大 きな対 照 をな してい る。 ここか ら名詞 句形式差 は、母語 のいか んに関わ らず、
第2言 語 話者 のゼ ロマ ー ク化 を司 る大 きな要 因であ るこ とが結論 づ け られ るこ とになる。
5.3　0PIレ ベ ル
　OPIレベ ル による分布 を示 したのが、 図3で ある。 これ による とOPIの レベ ル に よる
差が有 意 だ ったの は中国語 母語話 者 グル ープのみ であ り、英語 と韓 国語母語 グルー プで
は レベ ル問 にゼ ロマ ー ク化 につ いての有意 な差 は検 出 されてい ない。そ の有 意差 が見 出
され た中国語 話者 に して も、 中間(intermediate)のグル ープが もっ ともゼ ロマ ー ク化 率
が高 い とい う結 果 であ り、 レベル の上下差 と一貫 した相 関が あ る とは解 釈 で きない結果
とな ってい る。
5.4　人間性
　 人 間性 要 因は、 中国語母語 話者 グル ー プで非有 意、英 語 で有 意 、韓 国語話 者 で差 異 の
傾 向が見 られ る とい う具合 に、結果 が大 き く分 かれて い る(図4>。3グ ルー プで差の方
向 は一致 してい る ものの、 要 因 と しては存在 す る として もきわ めて微 弱 な もの と言 わ ざ
る を得 ない。
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6.議 論
　前節の4要 因に関する結果をまとめてみよう(表1)。この表から言えることは、すべ
ての母語話者で一致して有意差、ないしは傾向を示している要因は、検討した4要 因の
うちでは名詞句形式差のみだということである。これは冒頭で示した仮説に照らし合わ
せると、「目的語名詞句の形式差は中間言語話者の発話にも重要な要因である」、および
「隣接性や人間性は中間言語話者の発話には要因としては相対的に重要性が低い」という
予測 とぴったりと一致する結果である。ここから、もともとの仮説であった、「言語普遍
的制約 ・規則(す なわち名詞句形式差)は早期に習得され、要因としての重みも相対的に
高い。個別言語の特殊なもの(各言語個別要因、すなわち隣接性と人間性)は 遅 くに習
得され、要因としての重みが相対的に低い」 という仮説の、後半部分を実証 したことに
なる。表28に見るような類型論的分布は、第2言語習得にも反映されていたわけである。
表1:分 析結 果 の ま とめ
要 因/L1
隣接性
名詞句形式差
OPIレベ ル
人間性
中国語
N.S.
p<o.os
p<0.01
N.S.
英語
p<0.006
p<0.04
N.S.
p<0.03
韓国語
N.S.
p<0.02
N.S.
p<0.09
ここで、考 え られ る反論 を2つ 取 り上 げ てみ よ う。
8なお、 それぞれの言語 に関 して判断 の基礎 とした文法書 につ いてはMatsuda(1995)を参照の こ と。
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表2:語彙名詞 ・代名詞に対する明示的格標示の類型論的分類
語彙名詞に明示
的格標示あり
語彙名詞に明示
的格標示なし
代名詞に明示的格標示あ り
Basque,　Burushaski,　Garo,
German,　 Khasi,　Korean,
Kwaikiutl,　Sierra　Miwok,
Serbo-Croatian,　Tarascan,
Tasmanian,　Yukaghir,　Yupik
Navajo,　Ojibwa,　Pawnee,
English,　Farench
代名詞に明示的格標示なし
?(実在する言語が確認で
きない、または存在しない)
Chinese,　Goajiro,　Haitian
Creole,　Karankawa,　Viet-
namese,!Xu
6.1反 論1:こ れ は単 に 目標 言 語 か らの学習 ではな いのか?
　 最初 の反論 は、名詞 句形式 差 の分布 は、学 習者 が 目標言 語 であ る 日本語 か ら学習 を通
じて単 に学 んだ もので あ り、 も とも と学 習者が持 ってい た言語知 識 で はない ので はな い
か、 とい うもので ある。名 詞句形 式差 は、L1話者 の ゼ ロマ ー ク化 におい て も重要 な要 因
で あ るか ら、それ を学 習者 が ピックア ップす る可能性 は否 定で きない わけで ある。
　 しか しなが ら、 この反論 で は説 明 で きない事 実 がい くつか存在 す る ことか ら、 この反
論が受 け入れが たい ものであ る ことが判 明す る。 まず、L1話者 の 自然発 話 では 隣接性 が
もっ とも強 い要因 なのであ り(Matsuda,1995)、　L1話者 の発 話 か らの学 習で あれ ば、 まず
隣接 要 因 こそが学習 され るはず で ある。 さ らに、 隣接 性 が基本 的 に隣接 か否 か、 とい う
きわめて簡単 な要 因で あるの に対 して、名詞句形式差 が、普通 名詞 、代 名詞 、WH句 、節
と言 った多 くの形式 の 区別 が必 要で あ るこ とを考 えあ わせ る と、 この反論 の言 うような
「学習」で は説 明 しきれない こ とは明 白で ある。 もちろん、 日本 語教育 の場 でゼ ロマー ク
化が(そ の要因 を含 め て)学 習者 に明示 的 に教授 され るこ とはない。
　 さらに、学習者 に よる授 業 の場 以外 で の学習 を考 え てみ る と、KYコ ーパ ス に登場 す
るL2話 者 は異 なる 日本語方 言地域 か ら参加 してい るの であ り、学 習者達 が 日常耳 に して
い る 日本語 は、ゼ ロマ ー ク化 の規 則 や頻 度 が大 き く異 なる こ と も十 分考 え られ る。 しか
し、 それ で も彼 らの発 話 に見 られ るゼ ロマー ク化 の分布 には、名詞句 形式 差 に よる一貫
した方向性 が存 在 して いたわ けで ある。 これ を説 明す るた め には、 目標言 語 か らの学習
(だけ)で は どう して も不十 分 と言 わ ざるを得 ず、何 らか の形 で学 習者 の頭 の 中 にあ った
(普遍 的 な)言 語知識 が活用 され た、 とい う他 は ない ので あ る。
6.2反 論2:こ れ は学 習者 が 目的語 名詞 句 と動 詞 を、 ひ とつの塊(チ ャンク)と して捉
　 　 えるこ とか ら来 る現 象 で はない か?
　 この説 に従 えば、頻 度 の高い 要素 同士 の結 びつ きほ どひ とつの チ ャ ンク と して認識 さ
れ る よ うにな るはず であ るか ら、頻度 とゼ ロマ ー ク化 の間 に相 関 関係 が見 い だ され るは
ずで ある。 しか し、 デー タを見 て もこれ と言 った明確 なパ ター ンは見 られない。 よって、
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チ ャ ンクに よって第2言 語話 者の ゼ ロマ ー ク化パ ター ンを説明 しようとす るの は、無 理
だ と言 う こ とが わか る。 さ らに、チ ャ ンクとい うこ とであれ ば、母語 話者 の 自然談 話で
は 目的語 名 詞句 と動 詞 が直接 隣接 してい る場 合 の頻 度 が、そ うで ない場合 よ りも遙 か に
高 い(Matsuda,1995)。つ ま り、学 習者 も隣接環境 のチ ャ ンクの方が非 隣接環境 の それ よ
りも遙 か に多 くイ ンプ ッ トと して遭 遇 してい る はず であ り、 こ こか ら隣接性 が大 きな要
因 と して効 くはず だ とい う推論 が成 立す る。 これが 間違 えであ る ことは、前節 の結 果か
ら明 らか な ところで ある。
　 よって、いず れ の反論 も前節 の結 論 を覆す もので はな く、3グ ル ープ に共通 して観 察
され た名詞句 形式 差 のパ ター ンは、名詞句 に関す る言語 普遍 的原則 に帰す るべ きもの で
あ る とい う結論 は、 なん ら影響 を受 けず、そ の まま指示 されるの であ る。
7.お わ り に
　最後 に、今後 の課 題 を書 いてお きたい。1つ は、多変 量解析 に十 分 な だけの追加 デ ー
タの収集 ・コーデ ィングで ある。今 回 もロジス テ ィック解析 を試 み たが 、 どう して も重要
なセル にデ ー タが乏 し くなって しまい、分析 を断念 せ ざるを得 なか った。別 な第2言 語
コーパ ス を加 え るな ど して今 後 は対 応 してい きたい もの と考 えて いる。
　2つ 目は、 さ らに多彩 な母 語 を持つ話 者のL2と しての 日本 語 デー タの分析 であ る。 中
国語、英語 、韓 国語 はそれ ぞれ、代名詞 ・普通名詞 共 に格 標示 な し、代名詞 のみ格 標示 あ
り、そ して どち らも格標 示 あ りとい う自然 言語 で確認 されてい る3タ イ プに当 て は まっ
て い る。 しか し、 それぞれ の タイプ に1言 語 であ るため に、 これが偶 然 で はない とは言
い切 れ ない部分 が残 る。 そ こで 、各 タイ プに もっ と別 言語 のデ ー タが欲 しい ところであ
る。本 稿 の 冒頭 で も述 べ た よ うに、 ま さにこ う した コーパ ス コ ンテ ンツの多様化 こそが
現在 望 まれ るので あ り、松蔭 コーパ ス プ ロジェ ク トの成 果報告 で もあ る本 稿 の、 これが
一・つの結論 で もあ る。
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